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第 1 章 調査実施概要  
 

１. 調査の目的 

 県民の消費生活に関する意識や県内教育機関における消費者教育の実態等を把握し、今

後の消費者行政全般、中でも県における消費者教育の方向性を示す「鳥取県消費者教育推

進計画」を策定する上での基礎資料とするため調査を実施した。 

 

２. 調査の内容 

（１）実施内容 

【調査項目】 

Ａ．消費生活に関する県民意識調査（以下「県民意識調査」という。） 

１．回答者について 

２．商品等の購入時の意識について 

３．消費生活相談窓口の認識、情報収集について 

４．消費者被害の状況について 

５．消費者問題への関心について 

６．消費者教育について 

７．消費者行政全般について 

８．消費生活についての意見 

 

Ｂ．消費者教育に関する教育機関への実態調査（以下「教育機関調査」という。） 

１．回答者について 

２．『消費者教育の推進に関する法律』の認知について 

３．消費者教育に関する授業の実施状況等について 

（幼稚園では「消費者教育に関する取り組み状況等について」） 

４．消費者教育に関する意識・課題等について 

５．消費者教育に関する要望等について 

 

【調査対象】 

Ａ．県民意識調査 

鳥取県内在住の満 20 歳以上の男女を選挙人名簿より 3,000 人抽出。 

 

Ｂ．教育機関調査 

県内に所在する幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の全数。 
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【調査方法】 

郵送調査 

 

【調査期間】 

Ａ．県民意識調査 

平成 26 年 10 月 31 日～11 月 18 日 

Ｂ．教育機関調査 

平成 26 年 11 月 17 日～12 月 1 日 

 

（２）回答率 

Ａ．県民意識調査 

発送件数 有効回答件数 有効回答率 

3,000 件 1,295 件 43.2％ 

 
Ｂ．教育機関調査 

教育機関種別 発送件数 有効回答件数 有効回答率 

幼稚園 36 件 28 件 77.8％ 

小学校 132 件 115 件 87.1％ 

中学校 63 件 53 件 84.1％ 

高等学校 32 件 30 件 93.8％ 

特別支援学校 11 件 11 件 100.0％ 

 

（３）注意事項 

○図表中の「ｎ」（Number of cases の略）は、設問に対する回答者の総数を示しており、

回答者の構成比（％）を算出するための基数である。 

○図表中の構成比は、小数点第２位以下を四捨五入しているため 100％にならないことも

ある。 

○複数回答の設問は、回答が２つ以上ありうるので、合計は 100％を超えることもある。 

○集計表の上段の数字は回答者の件数、下段の数字は構成比（百分率）である。 

○各設問の集計は、無回答を除いて集計している。 
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（４）標本誤差 

本報告書の元となる調査のうち、県民意識調査は標本調査であり、調査結果には標本誤

差（＝統計上の誤差）を伴う。 

調査精度として、比率の推定の標本誤差をみるが、信頼度 95％レベルにおいた場合、こ

れは統計学理論から次のように与えられる。 

 

県民意識調査の有効回答数は1,295件であり、ある設問で選択された回答が有効回収数

の50％（回答率50％）であった場合の標本誤差は±2.7となる（回答率50％で誤差が最大と

なる）。 

この調査を元に20歳以上の県民全体の意識を推計すると、回答率50％であった場合は

95％の確率で、真の値が47.3％～52.7％の範囲にあるという考え方となる。 

 

 

 

（５）調査実施・集計・分析委託先 

  株式会社東京商工リサーチ 米子支店 

回答比率 基数 標本誤差 信頼範囲

10％（90％） 1,295 ±0.5 9.5～10.5(89.5～90.5)

20％（80％） 1,295 ±1.1 18.9～21.1(78.9～81.1)

30％（70％） 1,295 ±1.6 28.4～31.6(68.4～71.6)

40％（60％） 1,295 ±2.2 37.8～42.2(57.8～62.2)

50% 1,295 ±2.7 47.3～52.7


